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返代上瀧⑳翻界地形成と闘本人居留地⑳窒闘櫨成に閥する愛1駒観究

一都市開発と土地取引の実態把握を通して一
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委員陳雲連*2

本論は、上海租界の都市形成過程を踏まえつつ、近代」擁における日本人居住地の形成過程と空間的特徴を、英、米、中との国際関

係の中で明らかにした。まず、目本力触自の居留地を諦め、租界全域に渉る都市開発権を得た過程を辿った。日本は英米施設との立地

関係、交通条件や地価等に応じた都市施設配置を進めたが、結果として上海の日本人居住地(腱保は後回しにされた実態を明確にした。

一方、日本人居住地では、英米が供給ずる里弄住宅を主体とする借家居住に終始したことを、租界外の北四川路地区の住宅遺構等の調

査を通して示した。その住宅形式は洋風ではあったが、畳を持ち込む等の動向もそこに読み取った。
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1.はじめに

本論の目的は、上海租界における英、米、日による都

市開発の動向から、同租界の都市形成過程を解明しつつ、

日本による土地取引の実態把握を通して、上海日本人居

住地の形成過程と空間構成を明確にすることである。

すなわち、明治末期以来、日本は上海租界を進出する

際に、どのような点を考慮し、上海のどのような所に着

目していたのか。また、上海に進出していた日本人が現

地でどのような課題に直面し、どのように解決しっっ、

各種都市施設を建設しえたのか。そして、最終的に形成

された日本側の都市基盤、諸施設及び居住地は、上海租

界全域においてどのような空間構成を有していたのか。

上海租界の都市や建築に関する論考が多い。村松伸、

田中重光、鄭時齢らは、上海租界における日本人建築家

の設計活動、建築意匠、1942年に呈示された大上海都

心改造計画等に着目し、また、陳祖恩、孫安石・大里浩

秋らは、上海在住日本人の生活様式や日本人街の様子等

を論じている注D。しかし、それらはいずれも旧日本人

街の上海虹口地区を中心に、建築の様式や意匠、あるい

は、在住日本人の生活様式への関心に止まり、さらにい

えば、その関心は日本側の活動のみ、または、英国の活

動のみへの偏った視点に基づくもので、当時の国際状況

を踏まえぬ論考といえ、しかも上海の日本人居住地の全

体像とその都市形成はいまだ明らかにされていない。

そこで、本論は、英米人による上海での都市開発を明

確にしつつ、明治末期から1930年代までの間に、近代

日本が上海で実践していた各種都市開発活動を読み解い

てゆくことで、冒頭で提起した疑問を解いていきたい。

以下、本論文は、上海租界における日本の都市開発の

背景(第2章)、日本の土地開発と施設配置(第3章)、

日本人居住地の形成経緯と空間構成(第4章)、という三

っの論点を立て、各章のタイトルに掲げた。本論に一貫
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巡る近代日本の外交史を踏まえつつ、上海を取り巻く英、

米、日の国際関係の中で明確化することである。

2.上海穏界における日本の都市開発の背暴

アジアの新興国として、政治、経済両面で列強に劣る

明治末期の日本が、しかも英米仏に比べ50年も遅れ、

どのように上海への進出を図っていたのか。本章は、上

海日本居留地の設置に向けた日本側の外交関係の動向か

らその一端を明確にする。

そのために、日清戦争翌年の1895年(明治28)、日

清両政府による「下関条約」注2)(通称「講話条約」)

締結直後の日本外務省通商局を始め日本経済界、及び上

海日本領事館等による上海日本居留地の設置をめぐる一

連の政界・経済界の動向を、近年公開された諸史料から

検討する。あわせて、同時期に進行していた英米人によ

る上海における租界の都市計画動向も把握する。

これにより、日本はどのような意図で、何に注目しつ

っ上海に進出しようとしていたのか、そして実際どのよ

うな問題に直面したのか、などの諸点を明確にする。

2.1史料概要

本章では、主として上海日本居留地の設置に関する外

務省機密文書注3)(以下「機密文書」)を使用する。同史

料には、1895年「下関条約」締結直後に、上海日本居

留地の設置を巡る外務省の選地過程を記録されている。

また、英米人による同時期の租界開発動向に関しては、

1893年「工部局年報」と同年の「SHANGHAIMUNICIPAL

COUNCILPLANOFPROPOSEDROADEXTENSIONSHONGKEW」

(以下、1893年道路計画図と呼ぶ、上海梢案館所蔵)、

1900年のrSHANGHAIMUNICIPALCOUNCILKEYPLAN

SHEWINGTHEDIVISIONOFTHESETTLEMENTINTO

DISTRICTS」(以下、1900年租界地図と呼ぶ)を検討する。

これらより、英米租界の道路計画状況や拡張動向を捉え

ることができる。上海進出を画策する日本側外務省を始

め当事者が直面する当時の上海の動向は、これにより明

確になる。

2.2外務省通商局による上海日本居留地の選地過程

1895年(明治28)の「下関条約」により、日本は中

国の開港都市において自由に製造業に従事する権利を得

る。条約締結を背景に日本人実業家の上海及び大陸への

進出意欲が高まり、政府もそれを奨励した注4)。

外務省通商局長が特命全権公使の林董に宛てた「本邦

居留地設定二関スル件」の前半部分からは、同局が日本

人専有の工場や倉庫の建設用地を入手するため、上海に

日本居留地が必要と指摘し、すでに清国政府の同意も取

り付け、さらに同省による事前調査や諮問結果を踏まえ

「十六舖」「浦東」「米租界とポイントホテルとの中

④
〔::掬鱒鵬留地の齪躯
獣内灘膿施した河川羅の鯛

図2-14カ所の上海日本居留地の候補地位置図
1895年「上海憩界概略図」(外交史料館所蔵)より作成

間地」、及び「ポイントホテルより黄浦江下流に沿う地

区」注5)の4候補地(図2-Dを選定していた。候補地は

いずれも仏・英・米租界の外周部に位置していることが

わかる。外務省通商局は、以下のように各候補地を分析

している注6)。これより上記4ヶ所の居留地候補地の立

地条件に関する外務省の観点と各候補地の評価がわかる。

1)第一地区「十六舗」

第一地区は、図2-1で示すように、南側の仏租界と上

海県城に隣接し、黄浦江に沿った地区である。上海租界

の商業中心地に近く、船舶の繋ぎ場所として便利なため、

候補地の中で立地的には最も適当である。しかし、同地

区には清国人の家屋が密集し、さらに黄浦江沿いの港に

は清国船舶の繋泊所及び貨物を卸すための桟橋がすでに

設置されていたため、日本人居住者及び回漕者にとって

不便である。これに加え、この地区の地価が非常に高く

土地買収が困難であると判断された。

2)第二地区「浦東」

第二地区は英米租界の対岸地に立地し、当時は未開発

地でドックや石油タンクが散在する程度であった(図

2-f)。黄浦江の沿岸地区であり船舶寄泊所として便利

であるが、英米租界との連絡はすべて船に頼らざるをえ

ず、居留地としては交通不便の地区であると外務省は分

析していたことがわかる。

3)第三地区「米租界とポイントホテルとの中間地」

第三地区は米租界(虹口地区)と隣接し、黄浦区に沿う

米租界とポイントホテルの中間地である(図2--1)。

同地区は米租界に隣接し、南の一面は黄浦江に面し、民

家も少なく居留地としては適当な地区であった。しかし、

黄浦江に面する土地は、すでに英米系の華盛織布局、紡

績新局等の数工場に占拠されていたことも指摘された。

それに加え、英米租界が同地区を租界の附属地にしよう

とする傾向があり、日本居留地として獲得するには障害

があると分析している。

4)第四地区「ポイントホテルより黄浦江下流に沿う地区」
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第四地区は、英米租界から遠く離れた北側の地区に当

たる(図2-1)。黄浦江から離れてはいるが、日本人居

住地、製造所、倉庫等の建設用地として自由に設置でき

ると判断された。将来、米租界がポイントホテルまで拡

張されれば、第四候補地区は米租界と直接連絡でき交通

便利な地区であるとも評された。船舶の繋ぎ場所として

相応しいかどうかについても詳細な土木調査を行い、問

題がないと判断された。

以上のような外務省による上海日本居留地の候補地4

カ所に対する吟味過程から、その設置に際しての着目点

を整理すると以下の4点になる(表2-1)。

蓑2-14候補地の条件比較表

     判断基輩第一区第二区繁三区第四区

     港施設XoXo※

     交逼条件(英米租界との連絡条件)ox一o
     経済条件(買収土地の地価)X一一o

     政治条件く英来による上海稲界の拡張動向)一一x○
     凡倒O:逼当x:不適当一:言及せず※:要検討

第1点は、黄浦江沿いにおける港施設の必要性で、船

舶の繋ぎ:場所や工場用地の確保である。第2点は、交通

条件で、当時の上海中心市街である英米租界地区との連

絡条件である。第3点は、経済面で、買収する土地の地

価である。第4点は、政治的な条件で、英米租界の拡張

動向などとの関係である。この4点は、当時の日本外務

省における上海日本居留地の用地選定に際しての判断基

準と考えられる。この条件に基づく検討結果、民家が少

なく、黄浦江沿いの士地も英米に占拠されていない第四

区が適当であると判断された。

しかし、上海進出に向けた日本側の議論の最中、上海

租界ではさらなる道路開発が進展しっっあった。

2.3英米穏界の拡張事業と道路開発

本節では同時期の英米租界地における都市計画事業の

実態を明らかにする。これにより、日本が上海において

直面する当時の英米租界の動向が客観化する。

1893年の「工部局年報」から、英米租界の工部局

(MunicipalCounci1)は公共道路建設により虹口地区の

開発を計画していたことがわかる。公共道路の開発用地

は予定道路両側の借地人から無償で提供させる方式が検

討されていた注7)。日本側の上海帝国新居留地の設置を

めぐる議論は、その2年後の1895年である。

計画道路の幅、区間、立地などの建設要項は、「工部

局年報」に収録された「NewRoadProposa1」によって

決められていた。「NewRoadProposal」と照合できる

地図が、1893年作成の「SHANGHAIMUNICIPALCOUNCIL

PLANOFPROPOSEDROADEXTENSIONSHONGKEW」である

(図2-2)。計画地域は当時の虹口地区全域(米租界)に渡

っていることがこれよりわかる(図2-1)。

しかも、図2-2からは、西側から東側まで、南北方向

の道路は8--24までの番号が付けられ、東西方向の道路

は、25--38までの番号が付けられていることがわかる。

この計画図を概観した結果、南北方向の道路は、既存道

路の延長が多いが、東西方向の道路は、ほぼ旧来の

Creekをべ一スに計画していることが判明する。

道路計画の詳細も見ていきたい。例えば、9番目の新

道路(図2-2)はDixwellRoadであり、南側のBroadWay

から北のYuhangRoadまで延長され、幅は30feet(約

10.2m)と決められている。

やがて日本人街となる虹口地区の街区は、1893年の

工部局による道路計画により形成されたと推察できる。

そして、英米租界の更なる東への拡張が可能となった。

上記の虹口地区の道路計画に続き、英米人は、1899

年に上海租界の拡張活動を更に実施した注8)。1900年租

界地図は、新たな租界拡張範囲を示している(図2-3)。

図2-31900年親界拡張範囲図
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図2-21893年工部局による虹口地区の新道路計画図
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図2-3のEasternDistrictは、1899年時点において

西側のHongKewCreekから東側のPointHote1までの

区域にあたる。前掲の図2・-1と図2-3とを照合すると、

拡張した東側の部分は、日本外務省通商局が選定した上

海日本人居留地の第3候補地である「米租界とポイント

ホテルの中間地」であることがわかる。

以上、1895年、日本が英米人に50年も近く遅れて上

海日本居留地を設置しようとした時期は、英米租界がさ

らなる拡張事業に乗り出した矢先であった。英米租界地

におけるこの開発動向は、上海における日本人居住地、

工場地、港施設等の計画に決定的影響を与えたことは間

違いがない。では、日本はどのような決断をしたのか。

2.4上海日本居留地の設置に関する日本翻の決断

内務省お雇い技師のデレエケは、1897年上海に赴き、

日本居留地の三、四候補地に面する黄浦江(図2-1)の

実測調査を行う。その結果、同地区の黄浦江は、砂の堆

積、水深、風等の点で、日本居留地に不可欠な港湾施設

には不適切と判断した注9)。

河川調査とほぼ同時期に、北京公使館一等通訳官の楢

原諌政も現場視察を行い、英米租界への目本独自の居留

地の設置は、日本人と英米人との混住状態や経費等の点

から非現実的と見なしている注ゆ。

このような状況の中で、当時の日本上海総領事代理で

ある小田切寿之助は、上海租界における英米との関係を

重視する観点から、公共租界の拡張を図る英米の意向に

背くべきではなく、日本居留地の候補地区は、むしろ公

共租界の一部に編入されるべきだと主張した注11)。

更に、小田切は、日本も上海租界全域に渉り欧米人と

平等に土地買収、家屋・製造所・船渠・倉庫の設立権利

を獲得すべき、と主張し、租界外においては港湾、造船

場及び工場の設置権を獲得することの重要性を指摘した

注12)。小田切のこの提案以後、日本は「専管居留地」と

いう枠を越え、上海租界全域及び租界外に渉る広汎な開

発権の取得を目指すことになる。明治末期、小田切が描

いたビジョンは、以後の日本による上海における様々な

都市開発の基本戦略となった。

この基本戦略のもとで、日本はどのように都市開発を

実行していったのか、次章にて追求する。

3.上海租界における日本の土地開発と施設配置

本章では、上海租界における欧米人による都市開発動

向を念頭に置きつっ、明治末期から、近代日本による上

海の都市開発過程を追求する。

3.1史料概要

上海租界の都市発展と英米人による都市開発の実態は、

工部局が作成した例年の「PlanofShanghai」、及び同局
による『LandAssessmentSchedule』を使用する(上海

ヰ当案館所蔵)。

明治末期以後の日本における上海進出の動向に関して

は、「自明治二十八年至明治三十五年支那各地帝国専管

居留地設定一件第一編上海附呉松」注13)(以下「居留地

設定一件」)を使用する。同史料は、上海日本居留地の

設置を巡り、当時の日本外務省、上海日本総領事館、北

京日本公使館の間の往来書簡、及び当時の租界の情勢に

関する機密文書や公共租界に関する英国工部局による黄

浦江の実測調査図を収録している。同史料群の解読によ

り、上海日本居留地の設置を廻る日本側が直面した課題

と解決策、及び英米租界の状況が把握出来る。

さらに、日本による上海租界における都市開発に関し

ても、同様に前掲の『LandAssessmentSchedule』を使

用する。これは日本の「地価告示書」に類し、1869年

一・1942年まで5年毎に上海公共租界における各番地の

"NumberofLot(地籍番:号)"、"REGISTEREDOWNER(地

主)"、"AreaforTaxation(納税対象面積)"

"ValueperMow(IMowの単価)"を記録する。
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図3-11904年上海租界地図「閑apofShanghai」より作成
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なお、附属史料として「CADASTRALPLANOFTHE

INTERNATIoNALsETTLEMENr」(地籍図)がある。同図は

『LandAssessmentSchedule』と対照することで、日本

人、英米人による近代上海での都市開発過程、及び都市

空間の特徴が検討できる。

3、2上海租界の都市的状況

本節は、まず、日本が上海租界で都市開発を行おうと

した時期の都市的状況を把握する。

そのために、工部局が1904年に作成した「Planof

Shanghai」(以下「1904年地図」と称す。Harvard

UniversityMapCollection所蔵)に注目した(図3-1)。

1904年時点で、上海租界(ShanghaiInternational

Settlement)はすでにWestern、Centra1、Northern、

Easternという四っの地区に分けられていた。Central

とNorthern地区には、領事館、各種クラブ、銀行、ホ

テル等の施設が立ち並び、道路網も整備された状況が地

図上より確認出来る。

しかし、目を左側のWestern地区に転じると、同地区

は、東西方向にCentra1地区の(1)NankingRoadに続く

(2)BubblingWellRoad、(3)SinzaRoad、(4)Avenue

Road、南北方向に(5)GordonRoadと、断片的な道路し

か敷かれていない状況がわかる。それらの通りの間には

点線で表示されたProp。sedRoadsがあり、Western地

区はまだ整備途上にあったことがわかる。

右側に広がるEasternDistrictも、黄浦江に沿って、

(6)BroadwayRoadに続く(7)YangTszepooRoadが租

界の東端に到達しているが、(9)YangTszepooCreekを

境に、左側の地区には点線のProposedRoadsが書かれ、

さらにその右側にはCreek、すなわち旧来の村道がまだ

縦横している様子が伺える。

以上より、1904年の時点では、上海の公共租界にお

いては、都市化が進む地区はCentralとNorthern地区

に留まり、WesternとEastern`は完全途上の郊外的状況

であったことが道路の開発状況よりわかる。

3.3日本の土地取得過程

では、日本は上海公共租界において、どのように土地

を買収していったのか。

『LandAssessmentSchedule』の1890年、1907年、

1913年、1922年、1930年のデータより、各年度におけ

る日本の政府、企業及び個人等の所有地を地籍図上に落

とし、土地取得過程を検討した(図3-2)。

まず、1890年における日本の土地所有状況を見る。

虹口港にJapaneseConsulate(日本領事館)、Nippon

YusenKaisha(日本郵船)が建ち並んでいる。そのやや北

側奥にはHonganji,Branch(本願寺上海別院)が位置し

ていた。日本郵船会社及び本願寺は、早期に上海租界へ

の進出を果たしていたことがわかる。日本による上海の

都市開発は、まさにこの虹口港から始まったことが、そ

の後の土地開発からも明らかとなる。

1907年には、租界のWesternとEastern地区への拡

張により、日本の土地も虹口港から徐々に各地区へと分

散的に拡張する状況がわかる。例えば、Centra1地区に

おいて、(4)MitsuiBussan(三井物産)、(5)Mitsubishi,

CQ(三菱商社)が見受けられた。Western地区には、

(6)Kadoorie,E、(7)KingoOkuraの土地が確認出来る。

一方、NipponYusenKaishaが、Eastern地区のYang

TzsePooRoadに沿って、一番東端に土地を買収してい

た(図3-2)(1907)。

1913年では、Western地区に道路建i設が確実に進む

一方で、Eastern地区の道路開発はそれほど進展してい

ないことが分かる(図3-2)(1913)。

日本の企業や個人も、新たに建設された道路に沿って

土地を取得しはじめた。例えば、Western地区において

爆
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図3-2上海公共租界における日本の土地關発過程図

一427一 住宅総合研究財団研究論文K・hO.36.2009年版



NaigaiWateKaisha(内外綿株式会社)が、SooChow

River(蘇州河)に面する角地に、(A)GordonRoad、(B)

RobisonRoad、(C)IchangRoadに沿って、集中しっっ

土地を取得していたことがわかる。一方、右側の

Eastern地区では、NipponYusenWaysideWharf、

MitsuiBussanYard、NipPQnYusenYard力弐Broadway

RoadとYangTszepooRoadに沿って確認できるのみで

ある。

以上、1913年当時、租界はまだ開発途上であり、日

本の土地開発もそれほど進展していなかったことが分る。

さらに、1922年の土地開発状況を確認する(図3-

2)(1922)。Centra1、Northern,Western地区において土

地が増加しっっあり、特に、Eastern地区において、

1918年以降、工部局による道路開発を契機に、新道路

の(D)PingLiangRoad、(E)HoChingRoadに沿って、

積極的に士地を入手したことがわかる。その結果、1922

年時点で、日本の土地は、租界全域に渡り、図中で示す

1、2、3という3つのゾーンにおいて一定の集中度を示

している。ここで、1、2、3のゾーンは、日本人に西部、

中部、東部と呼ばれていたことが1927年の上海日本領

事館の調査注14>より確認出来た。

最後に、1930年において(図3-2)(1930)、日本の士地

は西部、中部、東部の範囲内にさらに集中し増え続けて

いる。そして、1930年以降も、日本の上海公共租界で

の土地取引は、ほぼ同じく西部、中部、東部の範囲の中

で行われていたことは、その後の『LandAssessment

Schedule』より確認出来る注15)。

以上、明治末期以来の日本による、虹口港から開始さ

れた上海公共租界全域に渉る土地取得の過程と実態を明

らかにした。日本は、英国人主導の租界開発と歩調を合

わせっっ、新たに整備された道路沿いから着実に土地を

買収していった過程が明らかにした。

日本の上海租界における都市開発は、あくまでも土地

取得と取得用地の整備なのであり、この事実は、日本は

土地買収の費用のみの負担ですみ、道路開発費用を免れ

ていることを意味している点で、重要である。

3.3日本による土地開発の特徴

では、上海公共租界において、日本側の土地はどのよ

うな存在形態であったのか。本節では、英、米、日及び

仏等の諸国の土地所有状況を明確にしっつ、国際的観点

から、近代日本による上海で行った都市開発の実態を更

に探った。

そのために、1930年の『LandAssessmentSchedule』

に登録されたすべての土地を日本人所有地、英国人所有

地、米国人所有地、工部局所有地、とその他と分類し、

同年の地籍図上に落とした。

その結果、CentralとNorthern地区、及び両地区に

図3-3中部における各国の土地所有状況
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図3-5東部における各国の土地所有状況
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近いWesternとEastern地区においてほぼ英国人永租地

が独占する状況であることがわかった。米国人、工部局、

日本の土地は、その中に点在していた程度であった。こ

こで、日本人の土地が集中していた中部、西部、東部を

抽出し、英、米系所有の土地との位置関係を分析する。

1)中部

まず、図3-3が示すCentralと恥rthern地区に注目

する。両地区は租界の中心部であり、英国人所有地がほ

ぼ両地区の全域を埋めていたことが読み取れる。英国人

土地の狭間に、米国人と工部局所有地と日本人所有地が

点在する程度であった。

日本人の土地に注目すると、黄浦江に面する地区に、

1YokohamaSpecieBank(横浜正金銀行)、2Bankof

Taiwan(台湾銀行)、3MitsubishiBank(三菱銀行)、5

MitsuiBank(三井銀行)等の大手銀行や貿易商社が、小

規模でしかも英国人所有地の隙間を縫うように同地区に

入り込んでいることがはっきりと分かる。

さらに、やや北へ進み、蘇州河を渡り、Northern地

区に入る。同地区も英国人所有地が圧倒的に多いものの、

Centra1地区のような英国人の独占状態とは異なり、米

国人・工部局の永租地も多数見られる。その中に、日本

の15JapaneseTelegraphOffice(日本電信局)、16

Hozensha(保善社)、17EastAsiaIndustrialCo.(東

亜工業)、24Hongganji(本願寺上海別院)等が、英米人

の土地と混在しっっ存在することが分かる(図3-3)。

Centra1、Northern地区では、日本の大手商社、銀行、

行政、公共施設等が英国人による寡占状態の士地に食い

込みつつ、英米系施設と建ち並んでいたことがわかった。

2)西部、東部

西部、東部は、旧来のCreekがまだ断片的に市街地に

残存し、空白でまだ未開発の地区も多く残っていた状況

が窺える。1930年時点では、両地区はまだ英米人によ

る開発が比較的手薄であった。

日本人住居地の土地所有主を見ると、Western地区の

蘇州河に面している角地には、NagaiWataKaisha(内外

綿株式会社)の工場、社宅及びその他の施設注16)が集中

していることが確認できる(図3-4)。

Eastern地区においても、英国人所有地、日本人所有

地が疎らに分布しているが、日本側の土地は東側に集中

する傾向が窺える。日本の土地所有主を確認した結果、

DaiNipponBosekiKabushikiKaisha(大日本紡績会社)、

ToyoCottonSpinningCo.Ld、TowaBosekiKaisha(東

亜紡績)等、いずれも上海に進出した代表的紡績企業で

あることがわかった(図3-5)。

内外綿、大日本紡績、東亜紡績等の大規模施設は、イ

ギリス人による租界地開発がまだ手薄な租界西端と東端

に配置されていた。両地区は、近代上海における日本の

紡績工業地の「小沙渡」、「楊樹浦」として発展する。

以上、1930年における英国人所有地は租界中心地区

のCentral、Northern地区に集中し、郊外に行くにっれ

少なくなる状況に対し、日本が取得した士地は郊外によ

り多く立地しかっ増加していたことが明確になった。

3.4上海租界における日本の施設配置

上海租界における日本側の諸施設の配置構成と特徴を

把握するために、1930年の『LandAssessment

Schedule』に登録されている日本の土地所有主の会社名、

団体名及び個人名に基づき、上海に進出した日本企業や

個人の業種を「銀行、大手商社、一般商社又は個人、行

政・公共・宗教施設、港湾施設、紡績業施設、禽庫」と

6種類に分けた。

まず、銀行・大手商社が、Central地区に食い込む形

で立地することは先述の通りである(図3-6)。同時に、

行政・公共・宗教施設、港湾施設、一般商社等は、

Central地区からNorthern地区かけて立地している。

実際、これらが集中する地区と街路との関係に注目する

と、地図左側に1NorthSichuanRoad北四川路、2Cha

PooRoad、3WooSongRoad呉松路、4BroadwayRoad、

5SewardRoadがあり、それらを介してCentral地区に

直接アクセス出来ることに気づく。日本は、租界の

Central部から交通が至便な虹口地区に、自らの行政、

公共施設等を多く配置させているのである。

銀行、商社、行政、公共施設等の諸施設のこのような

配置構成は、日本外務省が提起した「英米租界との連絡

条件」(表2-1>という点も考慮されたと考える。一方、

紡績業と工場等の大規模施設は、図3--7が示す通り租界

西端と東端に配置された。一番西端と東端地区は、それ

ぞれ蘇州河と黄浦江に最も近く、船運による交通も極め

て便利であると考えられる。

「専管居留地」の設置を断念した日本ではあるが、枢

要なる銀行、商社、公共施設、港湾施設、工:場施設を、

租界中心部を含めその全域に分散配置させ、しかも結果

的に図3-7が示す通り西部、中部、東部という三ゾーン

に大きく区分される配置形態をとった。これは、近代日

本が上海で構成した日本人居住地の三っの骨格となる。

図3-61930年における中部、東部の日本側施設と交通網
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図3-71930年上海租界における日本側の施設の配置図

図3-8地価等級と日本の土地分布関係図

3.5地価から見る日本の施設配置

日本による施設配置の意図は、地価との関係からみる

ことでより明瞭となる。

日本が上海で多くの土地を取得する以前の状況を推定

するために、本論は、1911年の『LandAssessment

Schedule』に登録されたすべての番地の地価データに着

 目した。地価を6等級注ωに分類して表示すると(図3-

8)、租界の地価が高い中心部から低い郊外部へと明瞭

に区分されていることが明らかとなる。

1等地は、Bundから、NanKingRoadに向かう地区、

及び虹口港のNorthYangtzeRoad地区に当る。2、3等

地は、1等地を取り囲むCentra!とNorthern地区の一

部、及びEastern部の沿岸部分に相当し、4等地は

Central地区に近いWestern、Northern、Eastern地区

の一一部分である。一方、5、6等地は、前掲の1904年地

図で示した開発中のWestern、Eastern地区に相当する。

このような地価分布は、租界の都市化の進行状況を顕著

に反映した結果であろう。

このような地価分布と日本の施設配置との関係を確認

すべく、1930年における日本側施設のすべてを1911年

地価等級図に落とした(図3-8)。その結果、地価1等

地に銀行・大手商社・港湾施設、Northern地区の3、4

等地に行政、宗教、公共施設及び個人商社等、Western

とEastern地区の5、6等地に大規模の港湾施設、紡績

業の施設と工:場地を配置させていることが改めてわかる。

日本企業、団体及び個人は、最小限の費用で土地を

買収、施設の配置を進めたものと考えられる。日本の施

設配置に見る西部、中部、東部のゾーニングには、開発

費用に関わる地価の要因も働いていたものと考えられる。

日本は、独自の専管居留地の設置を断念したものの、

上海総領事小田切が提起した基本戦略に沿って、租界全

域を開発の視野に入れ、コストパフォーマンスを図りつ

っ、結局必要なものを全部取るという戦略の柔軟性がこ

こに見て取れた。

以上、本章では、明治末期から1930年代までの40年

間をかけて、日本は経済活動や都市生活に関わる基盤施

設整備に土地を取得し租界各所に配置したことを明らか

にした。しかし、1910年代すでに1万人を越えた日本

人用の住宅にっいては、その用地確保は進まなかった。

上海日本人街として有名な虹口地区も、独自の住宅地を

建設することは困難であった。

では、日本人住宅地はどのように立地し、日本側の施

設とどのような位置関係を有していたのか、どのような

居住形態であったのかが、次の課題となる.
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4.上海日本人居住地の形成経緯と空間構成

4.1日本人居住地の形成経緯

1913年「MapofShanghaij(日本外務省外交史料館

所蔵、図4-1)を眺めると、奇妙なことに、租界の

Northern地区の境界線、西側のShanghai-Nanking

Railwayと東側のSawGinJiangに囲まれたやや三角形

の地区は、租界から突き出ていることが確認出来る。同

地区の一番北側に、英米人が射的場として使っていた

HongKewRecreationGroundがあった。その射的場から、

後に北四川路(NorthSzechuenRoad)となる一本の細

い道路(図4・-1中の黒線と表示)が、直接租界内の

Northern、Central地区に入り、FrenchSettlementを

経て、南のChineseCity(上海県城)まで到達してい

ることが分かる。

そして、同地区はまだ開発途上で、射的場の周辺に英

米系の(1)PublicSchoolforboys、(2)British

Church、(3)PublicSwimmingBathの他に、それらの

南側に日本のJapanesePublicSchool(後の第一小学

校)が存在していた。しかし、その周囲には、道路はま

だ整備されておらず、河川が残存している様子がわかる。

同時に、日本外務省もこの北四川路地区に着目してい

た。例えば、外務省が1915年の上海地図に同地区を

「租界拡張区域ナリ」と赤の大文字で示していた注t8)。

そして、日本人の同地区の移住経緯に関し、「The

AmericanComnlunityinShanghai」E19)というアメリカ

側の史料より確認出来た。

「Forawhile,theNorthSzechuenRoadAreahad

asmallconcentrationofAmericans,Thefirst

AmericanSchoolwasestablishedingentedquarters

inthatdirectionin1912.Butwiththechangeof

thatareainthedirectionofanareaofretail

tradeandcheapnativeresidences,andwiththe

influxoftheaanesewhoseemeddeterminedto

makeoutofthatareaadefinitelace

concentration.Andatthesametime,withthenew

residentialdevelopmentintheFrenchConcession,

theAmericanSchoolmovedanderecteditsnewplan

intheFrenchConcession…」(下線は筆者より)

即ち、同地区(NorthSzechuenRoadArea)は、本来、

一部分のアメリカ人が居住していたが、1910年代に、

大規模の日本人の流入により、アメリカ人がフランス租

界に移住した結果、次第に日本人の集住地区になってい

った。

以上、租界内で住宅地を確保出来なかったものの、日

本人は英米租界の拡張動向に合わせ、租界外の新たな拡

張地区である北四川路一帯に移住したと見られる。

では、北四川路エリアはどのように変容したのか。次

節にて追求する。

1Pub塁垂cSc轟◎◎1餐:orBoy
2翫tls蝕church

3Pub薯誉cSW裏mingEath

NanK噛

鑑

〉

Hon菖Kew
Recreation

Ground
課

図4-11913年北四川路地区の地図

4.2北四川路地区の日本人居住地の空間構成

ここで、1928年7月作成の上海市街地図(上海日本

陸戦隊本部製)に注目した(図4-2)。

主要の道路は、中央にメインストリートである北四川

路、北側に延びるスコット路、西側にダラッチ路がある。

日本人住宅団地や各種施設は、この3本の道路より構成さ

れた街区内に存在していた。例えば、英米租界から発す

る北四川路に沿って延びる路面電車の終点広場の周辺に

は、旧鈴木社宅、陸戦隊、千愛里、日本女学校等の存在

が確認出来る。更に、1927年12月の上海日本領事館の人

口調査注2°)から、日本人が居住していた北四川路沿いの里

弄住宅団地も確認出来た。日本人の居住域は、南側の横

浜河から北の射的場までの間に集中していることがわか

る。さらに、それらの里弄団地の問に、日本人がよく通

っていた福民病院、品川病院、日本小学校、演藝館等が

点在していた(図4-2)。

ここで、北四川路一一帯が日本人の集住地区として発展

していったことが確認出来た。
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なお、当時の北四川路一帯が、多くの日本人が居住し、

そして、英米租界から遠く離れている様子も、以下の聞

き取りからもその一端を窺える。

「IwouldprefertocallitaJapanese

co㎜unitywiththecoreattheareawhereagood

percentageoftheJapaneselived.Theareanorthof

the"YokohamaBridge"isnotthecenter,butis

quiteadistanceaway.」(TatsuoKumano)注21)

しかし、北四川路地区から少し離れた所に、西側に中

国人街が零細な里弄住宅団地内にある、東側には、英米

人の住宅地が秋思威路周辺に広がっていた。日本人街は、

あくまでも北四川路両側のみを占めてい危にすぎず、日

本人は、中国人、英、米人と混住していた状況が窺える。

4.3日本人の住居形式

本節は、日本人が居住していた住宅団地(それの多く

は現存している。)を抽出し、現地調査と史料調査に基

づき、当時の立地条件や空間構成を復元し、上海在留日

本人の住居形式について検討を行った。

1)恒豊里

「恒豊里」は、路面電車の終点広場からやや東北側に

あり、日本人住宅地の中心的商店街であるスコット路沿

いに位置し、吉祥路を隔ててそのすぐ北側に日本女学校

が立地していた。その斜め正面に、大陸銀行の社宅があ

る。既存の里弄住宅が日本人用住宅とされた事例である

(図4-2、図4-3)。

現地調査により、道路沿いに商店が並び、入口を潜る

と、その奥に住宅群が「弄」という路地の両側に、高密

に立ち並んでいることがわかった(写真4-1、図4-3)、

間取りはA・B・C型に分類でき、1905年に南側にA

型が建ち、北側のB・C型は遅れて少なくとも1931年以

前には建っていたことが確認できた。ここで、現地調査

で得られたB型の空間形態について説明する(図4-4)。

B型は、北側の一列にしか見当たらなかった、前庭付

きで3階建て。正面から、向かって右側は入口の前室、

2階への階段と便所を挟み、その奥に台所がある。左側

は手前から居間、奥に寝室がある。2階も同様に左右に

区切られ、左手に二室の寝室、右手にも寝室が設けられ、

階段を挟んで裏手には便所と浴室である。3階は屋根裏

部屋で、子供室として使われていたようである。

ぎ

繍。ぞ

写St4-1恒豊里写Pt(1940年頃)

灘

図4-21928年北四川路地区の地図

図4-3恒豊里配置図

図4-4恒豊里Bタイプ平面図

2)麦傘里(マグノリヤ)

麦傘里は、北四川路に面し、東西方向の奥行深い路地

に沿って3階建ての住宅が建ち並び、その斜め正面には

日本人小学校、歌舞伎座等が立地していた。団地の表側

には日本人商店が一列に立ち並んでいたが、そのすぐ裏

側には中国人街が存在していた。当時は、多くの銀行員、

軍人が居住し、それらの子供たちは、団地向こう側の小

学校に通っていたと言われる(図4-5)。
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図4-5麦象里全体配置図

華興商業銀行社宅は前川國男事務所による設計で、日

本人と中国人を対象にした総戸数177戸の住宅である。

前川は日本人が畳を持ち込むことを疑問視し、新しい生

活スタイルの構築に奮起して注23)、当初の計画では全て

洋間で計画された。しかし、実際の住戸には和室が設け

られ、玄関を設けた二足制とした。畳生活に固執する一

般邦人との間で妥協を余儀なくされたのであろう。しか

も、中国人用の住戸にも和室が配されていた(図4-7)。

住戸はいずれも小さな前庭付きで3階建てである。平面

は片廊下式で、右手廊下に沿って客間と食堂が並び、裏

門に通じる土間を隔てて附属屋の物置と台所がある。2

階も同じ構成であるが、裏手附属屋2階にはアマ部屋と

バス・トイレが設けられていた。3階は屋根裏部屋の子

供室で、附属屋は屋上の物干し場とされていた(図4-6)。

以上、恒豊里と麦隼里を実例として、北四川路地区に

おける当時日本人が居住した住宅団地の立地環境及び

個々住戸の平面を検討した。住戸は基本的に壁で仕切ら

れ、内装も洋風を基調とし、床は板間で一足制を基本と

するもので、住宅形式はあくまでも洋風であった。実際、

聞取りからも欧米人と同じように板問や絨毯の上に机と

椅子で生活していた家庭も多かったようである。しかし、

洋風の室内の一角に畳を敷き、また何部屋かは和室に改

造した家庭もあったことが、聞き取りなどからは知られ

た。また、ほとんどの住戸で、風呂が設けられていたが、

日本人が増設したものが多いという。

3)日本人建築家による住宅設計

日本人建築家の上海進出は1900年代から始まるが注22}、

住宅への参入は30年代後半以降である。1939年「日本

工作連盟」主催の大陸座談会の席上、彼らは上海での資

材不足による住宅難や高密度な配置による不衛生な状態

に警告を発し、中国人の住まいの向上にも言及した。

図4-7羅業商業銀行社宅図面

5.むすび

本論は、英米人の都市開発による上海の都市形成を明

確にしつつ、近代日本における上海進出の過程及び上海

での都市開発活動から、日本人居住地の形成過程と空間

特徴を明らかにした。その上で、日本人居住地と居住形

態、各住戸といった個々の建築の空間構成までまで踏み

込み、その実態を示した。

本論はまず日本専管居留地の設置を巡る日本側一連の

経緯に着目し、近代日本による上海での都市開発の背景

を明確にした。即ち、英国人主導の道路計画や租界拡張

に対し、日本は独自の居留地の設置を諦め、居留地の候

補地を英米租界の一部に編入させた一方、英米人と対等

に上海租界全域に渉る都市開発権を得るとの決断をした

過程を具体的に辿った(第2章)。

次に、日本による土地開発過程と立地状況を明らかに

し、その立地特性を既往の英国人土地との位置関係、交

通条件や地価分布との関係を探った。日本による土地開

発は租界全域に渉り、一見分散的状況を示すものの、各
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種施設の特性や地価や立地条件との関係を考慮された合

理的な施設配置であり、西部、中部、東部といった三っ

のゾーンを形成し、それらは、やがて近代上海における

日本人居住地の三つの骨格となっていったのである。し

かし、日本の上海租界内における土地取得は基幹的な都

市施設が優先され、上海の日本人居住地の確保は後回し

されたことも明らかになった(第3章)。

そして、英米人による既存の里弄住宅を主体とする借

家居住に終始したことを、租界外の北四川路を軸とする

地区における住宅遺構等を通して明らかにした。その形

式は外観平面ともに洋風であるが、畳を持ち込む等の日

本式住生活への工夫も各所で看取された(第4章)。

当時の日本は、上海のみならず、台湾、朝鮮、満州国

等の植民地においても、都市開発、住宅地建設を行って

いた。しかし、上海が他と異なる点は、租界という英、

米、仏による既得権益の中で、日本の都市施設が設置さ

れ、居住地が形成された点である。

上海租界における「日本」は、上海に成立した国際環

境、国際関係の中で成立した。それゆえ、本論は、一貫

して英、米、さらには中国との関係性に視点を据えっっ、

近代日本の上海進出過程を追った。ゆえに、本論の知見

は、近代日本の海外都市史・居住史研究に新たな視点と

枠組みを提起したと考える。

<注>

1)村松伸:『上海・都市と建築』、PARCO出版、1990年
田中重光:『近代・中国の都市と建築』、相模書房、
2005年。邦時齢:『上海近代建築風格』、上海教育出
版社、2002年。孫安石・大里浩秋:『申国における日
本租界』、2006年、御茶の水書房

2)1895年3月に日清政府が締結した『下関条約』の主な
内容は、(L)朝鮮独立の承認(2)遼東半島と台湾・膨
湖列島割譲(3)日本への賠償金庫平銀二億両(約3億
円)(4)清国・欧州各国間条約をきそに日清通商航海
条約を締結する(5)新たに沙市・重慶・蘇州・杭州
の四港を開く(6)日本人は清国内の開市開港場にお
いて、自由に各種製造業をいとなみ、また各種の機械
 を輸出することができる。(遠μ」茂樹:『日本近代
史』P201、岩波セレクション,2007年)

3)日本外務省外交史料館所蔵『自明治二十八年至明治三
十五年支那各地帝国専管居留地設定一件第一編上
海附呉松』に収録されている。

4)『下関条約』の第六条:「購和条約第六條i二拠り本年
十月中旬以降帝国臣民ハ当国各開市場及開港場二於テ
自由二各種ノ製造業二従事スルヲ得ヘキ権利ヲ享有ス
ルニ至リタル…(以下略)」、明治28年7月23日外務
省機密第弐号(外務省外交史料館所蔵)、在上海総領事
珍田捨巳

5)明治28年9月14日外務省機密第十三号文書第1-2
ページ「本邦居留地二関スル件」

6)同上外務省機密第十三号文書第3--6ページ
7)1893年「工部局年報」P137より

8)前掲注1)の『上海・都市と建築』のp77を参照。
9)「内務省雇工程師ヨハネスデレエケ氏ノ上海二於ケル

我居留地区選択二関スル意見」(明治30年7月10日
総領事代理小田切萬壽之助より外務次官小村寿太郎出

10)

1D

12)

i3)

14)

i5)

16)

17)

18)

19)

20)

21)

22)

23)

した外交機密文書)より

「意見書」(明治30年IO月8日清国上海滞在公使
館一等通訳官楢原諌政より外務大臣大隈重信に提出し
た書簡)より

「上海二於ケル英米居留地拡張ノ儀二関シ上海道ト往
復セシ書面写送付ノ件」
明治32(1899)年4月18日には「上海二於テ帝国居留
地選定二関スル件回稟」より
外務省外交史料館所蔵

高岡博文:「上海の日本居留民」(熊月之編『上海的
外国人』2003年P156)
1930、1942年『LandAssessmentSchedule』より確認
出来る。
内外綿株式会社「上海支店工揚社宅分布図」(東京大
学総合図書館所蔵)より詳細の土地利用が確認出来る
上海の地価等級図に関し、上海図:書館所蔵の
「GreaterShanghaiApProximateMarketValue
ZonesJunel929」と1944年「上海市地価区画図」
においては、大まかな地価ゾーニングを示しているた
め、両地図からは、詳細な地価の特微を検討すること
は不可能と考えた。
拡張域を示している原図は、日本外務省外交史料館所
蔵。そして、租界外の拡張域の正式な名称は、
ExternalRoadsArea(越界築路区)である。
『TheAmericanCo㎜unityinShanghai』P121,
HarvardUniversityArchiveCenter,1935より抜粋
熊月之,他:『上海的外国人』上海古籍出版、
pp.159-163、2003年

TatsuoKumanG氏は、1926年から1946年まで上海の
北四川路地区に居住していた。外国居住期間が長いた
め、普段は英語を使用する。
「大陸建築座談会」『i現代建築第8号』pp49-61、1940
年8月

前川国男:「上海」『現代建築第4号』pp36-47、
1939年
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